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1951年、国連で、難民の地位に関する条約（以

下「難民条約」とする。）が採択された。我が国

は、インドシナ難民のボートピープルの到来、

受入れを契機として、1981年にこの条約を批准

し、それまでの「出入国管理令」に難民認定制

度を盛り込んだ「出入国管理及び難民認定法」

を制定した。その後、我が国においては、難民

認定制度はあまり注目を集めることもなく、難

民認定申請者数・受入れ数ともにきわめて少な

いまま時が経過したが、第159回国会において成

立した改正法により、制定以来初めて、難民認

定法部分の改正が行われた。

フランスは、1952年に「フランス難民及び無

国籍者保護局の設置に関する法律」（Loi n°

52-893du25juillet1952portant creation d’un
 

Office français de protection des refugies et
 

apatrides）を制定し、1954年に難民条約を批准

している。この法律は、これまでも何度か改正

され、1998年には、題名も「庇護権に関する法

律」（Loi n°52-893du 25juillet 1952relative
 

au droit d’asile）と改められているが、2003年

12月、この「庇護権に関する法律」を大幅に改

正する法律（Loi n°2003-1176 du decembre

2003modifiant la loi n°52-893 du 25 juillet

1952relative au droit d’asile）が成立した。

経済や治安に与える影響、異文化摩擦等によ

る、大量に流入する外国人に対する危機意識の

高まりから、また域内の人・物の移動の自由化

とともに域外への対応を共通化しかつ強化する

という欧州共同体の政策の推進により、近年、

欧州諸国においては、難民に対する厳格な取扱

いが強化される傾向にある。フランスにおける

今回の改正もこうした流れの中にあるもので

あった。もっとも、フランスという国に庇護を

求めることを「庇護権」と表現する法律の題名

はそのままであり、基本的な部分では、それほ

どの変化はないようにも見受けられる。

ここに訳出するのは、この法律の、昨年の改

正までを反映させた現行の条文である。テキス

トはフランスの公式法令サイトである legi-

france（http://www.legifrance.gouv.fr/）から

ダウンロードしたものを使用した。

この法律は、全19条であり、３つの章で構成

されている。第１章は、難民認定機関である「フ

ランス難民及び無国籍者保護局」（Office
 

français de protection des refugies et
 

apatrides:OFPRA）と、難民等専門の不服審査

機関である特別行政裁判所「難民訴訟委員会」

（Commission des recours des refugies:CRR）

の２つの機関の組織、権限、任務等が規定され

ており、この中で、保護を受けるべき者の定義

や要件についても定められている。第２章は、

主に庇護申請者及び庇護が認められた者のフラ

ンス滞在許可に関する規定である。第３章は、

海外県及び海外領土におけるこの法律の適用の

特則や、施行令で定めるべき事項等に関する規

定が置かれているが、ここでは割愛した。

なお、この法律の背景や主な内容等について

は、これに先立ち、『レファレンス』2004年７月

号に、拙稿「フランスの難民認定制度」を掲載

したので、参照されたい。

（おかむら みほこ・行政法務課）
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庇護権に関する1952年７月25日の法律第52-893号

Loi n°52-893du 25jullet 1952relative au droit d’asile

最終改正：庇護権に関する1952年７月25日の法律第52-893号を改正する2003年12月10日の

法律第2003-1176号による。

岡村 美保子訳

第１章 フランス難民及び無国籍者保護局及び

難民訴訟委員会

第１条

外務省の下に、「フランス難民及び無国籍者保

護局（Office français de protection des
 

refugies et apatrides）」（訳注：以下「局」とい

う。）と称する、法人格を有し、財政及び管理運

営上の独立性を有する公施設法人を置く。

第２条

Ⅰ．局は、難民及び無国籍者並びに補完的保護

を受ける者の司法上及び行政上の保護を執行

する。局は、関係する省と連携して、国内法

により提供される基本的保障の適用並びにフ

ランスにおける難民の保護に資する条約等の

実施、特に難民の地位に関する1951年７月28

日のジュネーブ
(注１)

条約及び1967年１月31日の

ニューヨーク
(注２)

議定書が定める保護を保障す

る。局は、難民のために国連難民高等弁務官

と協同し、国際条約に定める条件におけるそ

の監督の任務遂行を容易にする。

Ⅱ．局は、提出された庇護申請に対し、決定を

下す。局は、審問のために申請者を召喚する。

召喚は、次に掲げる場合には省略することが

できる。

ａ）局がその保有する情報（elements）によ

り肯定的な決定を下す準備がある場合

ｂ）庇護申請者が前記ジュネーブ条約第１条
(注３)

C５号の条項が適用された国の国籍を有す

る場合

ｃ）申請が依拠する資料が明らかに根拠のな

いものである場合

ｄ）医学上の理由から面談の実施が禁じられ

る場合

その間に庇護申請者がその申請が依拠する

資料を提出することができる単一の事前手続

の後に、

１°局は、自らの自由のための活動により迫

害を受けたすべての者及び国連難民高等弁

務官がその1950年12月14日の国連総会で採

択された
(注４)

規程第６条及び第７条に規定する

権限を行使する対象である者又は難民の地

位に関する1951年７月28日のジュネーブ条

約第１条の定義に該当するすべての者に対

し、難民の資格を認定する。これらの者は、

前記1951年７月28日のジュネーブ条約に基

づく難民に適用可能な諸規定に服するもの

とする。

２° IVに規定する場合を除き、前項に規定

する難民の地位の付与の要件を満たさず、

かつ、自国において次の各号に掲げる重大

な危険の一に晒されていることを証明する

すべての者は、補完的保護を受ける。

ａ）死刑

ｂ）拷問又は非人間的若しくは品位を貶め

る刑罰若しくは取扱い

ｃ）非公権的な、国内又は国際的武力紛争

の状態から生じる一般化した暴力を理由

とした直接的かつ個人的なその生命又は
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人格に対する重大な危険

補完的保護は、１年間付与するものとし、

この期間は更新することができる。

Ⅲ．難民の資格を付与する際に考慮される迫害

及び補完的保護を受ける理由となる重大な危

険は、国又は国若しくは国の領土の本質的な

部分を管理下に置く団体若しくは組織の機関

（autorites）の行為及び次項に規定する機関

が保護の提供を拒否するか又は提供すること

ができない場合における国以外の当事者の行

為によるものも含む。

保護を提供することができる機関は、国の

機関並びに国際的及び地域的機関である。

局は、その出身国の領土の一部における保

護を受けようとした者の庇護申請は、当該者

がそこで迫害されるか又は重大な侵害に晒さ

れるいかなる理由も存せず、当該国の一部に

留まることができることが合理的に推定され

る場合には、これを拒否することができる。

局は、当該領土の一部における支配の一般的

な状況、申請者の個人的立場及び庇護申請に

対して決定を下す時点における迫害者を考慮

するものとする。

Ⅳ．補完的保護は、次に掲げる事項につき確か

な理由が存在すると思料される場合には認め

られない。

ａ）当該者が平和に対する犯罪、戦争犯罪又

は人道に対する犯罪に関わったこと。

ｂ）当該者が一般法上の重大な犯罪に関わっ

たこと。

ｃ）当該者が国際連合の目的及び原則に反す

る不正行為により有罪となったこと。

ｄ）当該地域におけるその活動が公の秩序、

公共の安全又は国の安全に対する重大な危

険を構成すること。

自らの発意により又は国の代表の要請によ

り再審査を実施した局は、このⅣのａ、ｂ、

ｃ及びｄに列挙する理由により、何時でも補

完的保護の付与を終了することができる。

局は、その付与の理由となる事情が存在し

なくなったか又はもはや危険ではないほど十

分に大きな変化が認められる場合には、更新

の期日毎に補完的保護の付与を拒否すること

ができる。

第３条

局は、下院及び上院が各１名指名する２名の

議員、国の代表数名及び局の職員の代表１名か

らなる理事会が管理する。理事会は、局の活動

に関する一般指針を定め、第８条第２項に規定

する安全な出身国とみなされる国のリストを、

庇護権に関する1952年７月25日の法律第52－

893号を改正する2003年12月10日の法律第

2003－
(注５)

1176号が効力を生じる日からこの件に関

する共同体の規定の採択までの間、定めるもの

とする。理事会は、難民の地位又は補完的保護

の付与に関する規定の適用の態様につき定め

る。理事長は、外務大臣の提案に基づき理事会

構成員の中からデクレで任命する。

国際連合難民高等弁務官代理及びデクレで任

命する３名の有資格者は、理事会の会議に出席

し、その所見及び提案を述べることができる。

前記有資格者３名のうち少なくとも１名は、庇

護申請者及び難民の受入れ及び引受けに関与す

る組織を代表する者とする。

局は、外務大臣及び内務大臣の共同の提案に

基づき、デクレで任命する事務局長が運営する。

局のすべての職員は、その職務の遂行において

知り得る情報に関し、職業上の秘密として守秘

義務を負う。局の内部並びにその文書（ar-

chives）及び局に属するか局が所有する一般的

にあらゆる文書（documents）は不可侵（invio-

lable）である。

局による通常の管理期間の経過後、その申請

が終局的に却下された庇護申請者の書類は、外

務省に保管される。局の事務局長が許可した者
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のみが、当該書類にアクセスするものとする。

これらの文書は、文書に関する1979年１月３日

の法律第79－18号第７条に定める期間の経過後

でなければ自由に閲覧させることができない。

庇護申請が却下された場合には、局の事務局

長又は難民訴訟委員会委員長は、理由を付した

決定を内務大臣に伝達する。内務大臣の要請に

より、局の事務局長は、権限を有する公務員に

対し、庇護申請が拒絶された者の国籍を証明す

る民事的身分又は旅行の書類、これらの書類が

ない場合にはその写しを、当該開示が退去措置

の実施に必要であることが証明され、かつ当該

者又はその近親者の安全を損なうことがないこ

とを条件として、開示するものとする。

第４条

局は、必要に応じて難民又は無国籍者に対す

る調査を行った後、特に、身分証書の代わりと

なる書類であって市民生活上の各種活動を可能

とし又は国内法若しくは国際条約の規定の適用

を可能にするために必要なものを交付する権限

を有する。

局は、補完的保護の受益者に対し、同様の条

件において同様の書類を、当該者がその当局者

から取得することが不可能である場合に交付す

る権限を有する。

局の事務局長は、その判断に委ねられた証書

及び文書を認証する。事務局長が作成する証書

及び文書は、公式証書としての効力を有する。

これら各種書類は、出身国において交付される

証書及び文書の不存在を補うものである。

第５条

Ⅰ．コンセイユ・デタ副長官が指名するコンセ

イユ・デタの構成員を長とする行政裁判機関

である難民訴訟委員会を設置する。委員会は、

それぞれ次の者で構成される部を含む。

１°次のとおり任命される部長

ａ）コンセイユ・デタ又は行政裁判所及び

行政控訴裁判所群の構成員の中からコン

セイユ・デタ副長官が任命する。

ｂ）会計検査院及び地方会計検査院の司法

官の中から会計検査院主席長官が任命す

る。ａ及びｂに規定する職団の構成員は、

現職でも名誉職でもよいものとする。

ｃ）司法裁判系統の現職又は名誉職の司法

官の中から法務大臣が任命する。

２°コンセイユ・デタの副長官の同意を得て

国際連合難民高等弁務官が任命するフラン

ス国籍の有資格者１名

３°局の理事会に代理を出している大臣の

一の提案によりコンセイユ・デタ副長官が

任命する有資格者１名

Ⅱ．難民訴訟委員会は、第２条Ⅱ及びⅣの適用

による局の決定に対して提起された訴えに判

決を下す。

Ⅲ．難民訴訟委員会は、前記1951年７月28日の

条約第31、第32及び第33条に規定する措置の

一の対象となる難民により提出された請願を

審査し、当該措置が維持されるか無効である

かにつき意見を述べる。この分野においては、

当該訴えは執行を停止する。この場合におい

て、上訴権は１週間以内に行使しなければな

らない。

Ⅳ．当該者は、委員会に対し、その釈明を行う

ことができ、その際に弁護人及び通訳の援助

を受けることができる。

Ⅴ．委員長及び部長は、合議による介入が必要

とされない性質の事件につき、命令により決

することができる。この権限により、委員長

及び部長は、取下げを法的に確認し、訴訟に

つき判決を下す理由がないことを確認し、及

び不受理となる事由が手続中に治癒されない

ことが明らかである不服申立てを却下するこ

とができる。委員長及び部長は、局の事務局

長の決定に付された理由を再検討するに足る
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いかなる重大な事項も示されない申請に関し

ても、決定を下すことができる。

第６条

局が交付する書類は、登録及び印紙税の対象

から除外され、その収入が一般会計予算に繰り

込まれる法務省事務局手数料を課する対象とさ

れる。

第７条

局の支出は、国の助成金によって賄われる。

局は、1955年５月26日のデクレ第55－733号に

規定する条件に従い、国の財務監査を受ける。

第２章 庇護申請者

第８条

フランス領土内にいる外国人が庇護を受ける

ために申請をする場合には、その滞在許可の申

請の審査は、管轄知事及びパリにおいては警視

総監が行う。県知事及びパリにおいては警視総

監は、複数の県における当該任務を遂行するた

めの権限を有することができる。

滞在許可は、フランスへの外国人の入国及び

滞在の要件に関する1945年11月2日のオルドナ

ンス第45－2658号第５条に規定する書類及び査

証を所持していないことのみを理由として拒否

することはできない。

前記ジュネーブ条約第
(注６)

33条の規定を遵守した

上で、庇護を受けるための申請をする外国人に

対するフランスにおける許可は、次の場合にの

み拒否することができる。

１°庇護申請の審査が、第三国の国民から加

盟国の一において提出された庇護申請の審

査に責任を負う加盟国を決定する基準及び

手順を確立する2003年２月18日の理事会規

則（CE）第343/2003号又は同規則により定

める内容と同様の他国との協定の規定の適

用により他の国の管轄に属する場合

２°庇護を受けるための申請を行う外国人

が前記ジュネーブ条約第１条 C第５号の

条項を適用された国又は安全な出身国とみ

なされた国の国籍を有する場合。自由、民

主主義及び法治国家の原則並びに人権及び

基本的自由の尊重に留意する国であれば、

前記の国であるとみなすものとする。出身

国の安全性を考慮に入れることは、各個人

の申請の審査を妨げるものではない。

３°フランスに滞在する外国人であって、そ

の存在が公の秩序、公共の安全又は国の安

全に対する重大な脅威である場合

４°庇護申請が確固たる不正に立脚してい

る場合、庇護手続における濫用的な不服申

立てを構成している場合又は既に宣告され

た若しくは緊急の国外追放措置の実現を妨

げる目的のためだけに提出されたものであ

る場合。特に、庇護手続きにおける濫用的

な不服申立てが、異なる身元に基づく庇護

の名目による滞在の許可の複数の申請とい

う不正を呈するものである場合。同様に、

庇護手続きにおける濫用的な不服申立て

が、同一の申請が欧州連合の他の加盟国に

おいて事前手続きの途中にあることが判明

した場合に海外地方公共団体の一に提出さ

れた庇護申請である場合

この条の規定は、この条１°から４°までに規

定する場合の一に該当する者であっても、いか

なる者に対しても庇護を与える国の主権を妨げ

るものではない。

１°にいう理由により滞在許可が拒否される

場合には、フランス難民及び無国籍者保護局及

び難民訴訟委員会は権限を有しない。２°から

４°までにいう理由の一により滞在許可が拒否

された場合には、庇護を希望する外国人は、そ

の申請を局に提出することができる。

第９条
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第８条の規定の適用によりフランスにおける

滞在が認められる場合には、庇護を受けるため

に申請を行う外国人は、フランス難民及び無国

籍者保護局に庇護申請の提出を可能にするた

め、仮滞在の書類の引渡しを受けるものとする。

局は、申請者が当該書類の引渡しを受けた後で

なければ申請を受理することができない。庇護

申請が受理された後に、申請者は新規の仮滞在

書類の交付を受けるものとする。当該書類は、

局が決定を下すまで、訴訟委員会に対して不服

申立てが行われている場合には委員会が決定を

下すまで、更新される。

ただし、前項の規定の適用除外として、仮滞

在の書類は、その交付後に第８条１°から４°ま

でに規定する不許可の場合の一に該当する外国

人であることが判明した場合には、取り消すこ

とができ、又は更新の拒否をすることができる。

第８条及びこの条の適用において、仮滞在の書

類が第８条２°から４°までにいう理由の一によ

り拒否され、取り消され、又は更新を拒否され

た場合には、フランス難民及び無国籍者保護局

は、当該庇護申請に対し、優先的に決定を下す

ものとする。

第10条

フランスにおける滞在が許可された外国人

は、フランス難民及び無国籍者保護局の決定が

通知されるまで、不服申立てが行われた場合に

は難民訴訟委員会の決定が通知されるまで、滞

在し続ける権利を享受する。当該外国人は、更

新の拒否の通知又は滞在許可の取消しの通知の

日から１か月の間に、自主的にフランス領土か

ら退去するものとする。

フランス領土に滞在する外国人でその庇護申

請が第８条２°から４°までに掲げる場合の一に

含まれるものは、拒否の決定である場合には、

フランス難民及び無国籍者保護局の決定が通知

されるまで、滞在し続ける権利を享受する。こ

の結果、1945年11月２日のオルドナンス第

45-2658号第19条、第22条、第23条又は第26条に

規定するいかなる退去措置も、局の決定前には

執行されない。難民資格又は補完的保護の付与

が認定された場合には、知事は、場合によって

は既に執行された国境への送還の命令を撤回す

る。知事は、直ちに、難民に対しては前記1945

年11月２日のオルドナンス第45-2658号第15条

10°に規定する居留外国人証明書を、補完的保護

を受ける者に対しては同オルドナンス第12の３

条に規定する仮滞在証を交付するものとする。

第11条

難民資格の認定申請がフランス領土内におけ

る法定代理人のいない未成年者から提起された

場合には、行政機関の助言を受けて、共和国検

事がその特別
(注７)

管理人を指名する。特別管理人は、

難民資格の認定申請に関する行政上及び司法上

の手続において、当該未成年者を援助し、その

代理人となるものとする。

この条の規定の適用により任命される特別管

理人は、管轄の共和国検事が、コンセイユ・デ

タの議を経るデクレでその構成の態様を定める

法人又は自然人のリストに基づき指名するもの

とする。当該デクレはまた、その補償金に係る

要件を定めるものとする。

特別管理人の任務は、後見措置の宣告時に終

了する。

第３章 雑則

（略）

(注)

⑴ 難民の地位に関する条約（難民条約）

⑵ 難民の地位に関する議定書

⑶ 「第１条（「難民」の定義）

・・・

Ｃ Ａの規定に該当する者についてのこの条約の
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適用は、当該者が次の場合のいずれかに該当す

る場合には、終止する。

・・・

⑸ 難民であると認められる根拠となった事

由が消滅したため、国籍国の保護を受ける

ことを拒むことができなくなった場合

ただし、この⑸の規定は、A⑴の規定に該

当する難民であって、国籍国の保護を受け

ることを拒む理由として過去における迫害

に起因するやむを得ない事情を援用するこ

とができるものについては、適用しない。」

（昭和56年10月15日条約第21号）

⑷ 国際連合難民高等弁務官事務所規程（UNHCR事

務所規程）。「UNHCRの任務、機能および機構を定

め、どの人々がUNHCRの権限内にあるかという基

準を記した文書。そのような人々は、この規程の権限

にもとづき活動するUNHCRにより、「マンデート

難民」と認定されることがある。」UNHCR日本・韓

国地域事務所法務部、難民支援協会編『難民の保護

―国際難民法への手引き』日本国連HCR協会,2002,

p.140.

⑸ Loi n°2003-1176du 10decembre2003modifiant
 

la loi n°52-893du25juillet 1952relative au droit

 

d’asile.

⑹ 「第33条（追放及び送還の禁止）

１ 締約国は、難民を、いかなる方法によって

も、人種、宗教、国籍若しくは特定の社会的集

団の構成員であること又は政治的意見のため

にその生命又は自由が脅威にさらされるおそ

れのある領域の国境へ追放し又は送還しては

ならない。

２ 締約国にいる難民であって、当該締約国の

安全にとって危険であると認めるに足りる相

当な理由があるもの又は特に重大な犯罪につ

いて有罪の判決が確定し当該締約国の社会に

とって危険な存在となったものは、１の規定

による利益の享受を要求することができな

い。」（昭和56年10月15日条約第21号）

⑺ administrateur ad hoc.「管理人と本人との利益が

対立する場合に本人を代理するために後見判事に

よって選任される者（民389-３条）。日本でいう特別

代理人にあたる。」山口俊夫編『フランス法辞典』東

京大学出版会，2002，p.17．

（おかむら みほこ・行政法務課）
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